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研究成果の概要（和文）：１．学校と保護者の関係は、親和的で良好な関係だけでなく、時としてトラブルが発
生し、風雨躁状態になることもある。学校現場では、このような「保護者対応トラブル」に悩むことが近年にな
って急増している。
２．本研究では、保護者との関係でのトラブル発生を未然に防止し、仮に発生した場合には、どのような点に注
意しながら解決していくことが必要かについての検討を重ね、教職員の研修プログラムの開発をおこなった。
３．研究組織「学校保護者関係研究会」に集まった３０余名のメンバーは、教育学、精神医学、臨床心理学、法
律学、福祉学などの多分野から成るが、各地の教職員向け研修会において、各自が研究成果の普及に努めた。

研究成果の概要（英文）：1.Relationships between teachers and parents are not always friendly and 
favorable, and occasionally troublesome.  On the school premises, such troubles with parents that 
distress or worry teachers are increasing significantly.
2.In this research we have investigated repeatedly that teachers prevent from making trouble with 
parents before it happens, and if it happens, it is necessary to consider how to solve the problems,
 so we have developed training programs for teachers.
3.About thirty members gathered to the research organization so called ‘The society for the 
research of relationship between school staff and parents’ consisting of many fields such as 
pedagogy, psychiatry, clinical psychology, law, welfare, etc.  They tried to promote their own 
research results in training sessions for teachers at various parts of the country. 

研究分野：教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
（1）研究代表者が、学校と保護者の時として
難しい関係性やトラブルに本格的に研究を着
手して 10 余年が経過したが、実際の学校（保
育園・幼稚園を含む）では、年々混迷の度を
深めている事実があった。児童・生徒どうし
の問題が、すぐさま保護者対応問題になるこ
とはもちろん、保護者どうしのいさかいや対
立は急増し、学校そのものが迷惑施設という
近隣トラブルも後を絶たない。 
代表者が時事通信社の協力で実施した全国
約３万 7千校の調査（2012 年 5月）では、過
去１年間で「学校だけでは対応が困難な保護
者対応トラブルに遭遇したケース」を持つの
は 23.5％に及んでおり（内外教育 6198 号）、
もはやそれは全国どこでも起きている事象で
あり、同時に教職員の意欲の低下へつながる
深刻さが示された。 
 (2)近年学校に配置されてきているスクー
ル・カウンセラー（ＳＣ）やスクール・ソー
シャル・ワーカー（ＳＳＷ）による調査でも、
自身の活動内容が本来の対象である子ども達
あるいは教職員ではなく、保護者や地域住民
を相手とすることが業務の半分近くを占める
ようになってきたという事実がある。例えば
非行・暴力問題は、子どもへの指導の課題で
はあるが、その背景にはネグレクトや養育の
不十分さや無関心への改善といった保護者支
援の課題がある。そして同時にいじめ問題は、
当事者が複数に及ぶだけでなく、保護者自身
の過去の積み重なった幾つもの不満と合わさ
る中で、解きほぐしが難しい課題になってい
る。まさしく保護者対応問題の背後に、子ど
もに支援すべき教育課題が横たわり、子ども
の問題行動の背後に保護者対応の課題がある、
といっても過言ではない。 
（3）教職員が子どもだけでなく、保護者との
適切な関係性をつくり、双方の意思疎通を図
るための「保護者対応」という言葉は、いま
や全国共通の認識ある言葉として定着してい
る。すでに約 100 の教育委員会や教育セン
ターで、様々な「連携のためのマニュアル」
や「対応の手引き」が作成され、50 ほどの
教育委員会には、学校と保護者間のトラブ
ル解決のための調整や双方からの相談を受
ける「学校問題解決支援チーム」や第三者
委員会も設置されてきた。そういった意味
で「保護者対応問題」はわが国の子どもを
めぐる教育課題（いじめ、暴力、不登校、
虐待）の一つにラインナップされつつあり、
今日ではその実態調査や原因究明という段階
はすでに過ぎたと言ってよい。むしろいまで
は、不必要なトラブルの未然防止策（あるい
は環境設定）から、さらには具体的なトラブ
ル事例の解決の方向に向けて、疲弊する教職
員に対して組織としての対応力をつけ具体的

な援助体制とることが、緊急の課題であるこ
とは明確になった。 
 
２．研究の目的 
 
（1）本研究は、多くの学校が直面し深刻な課
題となっている「保護者対応」の問題に焦点
をあて、解決困難になっている学校－保護者
間のトラブルの未然予防と、紛争状態やトラ
ブル発生後の解決のために、学校内部の教職
員および学校に関わりを持つ他の専門職員と
の具体的な協働体制のあり方を構築すること
が目的である。同時に、関係職員の力量形成
のための有効な研修内容（プログラム）の開
発と実践およびその効果検証を通して、全国
レベルでの基本認識と対応の標準モデルの普
及の可能性を目指すことにある。 
（2）従来から「保護者対応問題」は、校長・
教頭などの管理職や、生徒指導主事あるいは
教育相談担当教員を中心に取り組みがおこな
われてきた。しかし都市部を中心にして、若
い教職員が急増する中で、職員年齢層にも大
きな偏りが起きることで、世代間交流と経験
の伝達が機能しないことも多くなり、もはや
すべての教職員が関与せざるをえない課題に
押し上げられてきた。トラブル遭遇の危険性
におののき、不安感を引きずったまま教壇に
立っている者は急増している。学校だけの資
源で、多様化する問題やトラブルを解消でき
る見通しは極めて少ない。他方で、ＳＣやＳ
ＳＷの配置が進む中で、学校の教職員とこれ
らの専門職員との協働と連携により、保護者
への支援の有効な取り組みが進むことで、保
護者対応トラブルの解決の方向性が期待でき
るようになる好転のきざしも見え始めた地域
もある 
（3）いじめ、不登校、虐待、非行といった教
育課題は深刻化の度を増し、同時にそれらは
児童生徒間ではなく、直ちに保護者と学校の
間のトラブルに、および保護者間での対立へ
と発展し、学校がその対応のために、教育活
動を犠牲にするほどの労力と時間を費やして
いる。困憊する学校への援助と教育課題の解
決のためには、保護者への支援や、地域の再
生もさることながら、学校の持つ資源と力量
の見直し、他の専門職や機関との連携が必須
のものとなっている。対保護者（さらには学
校近隣）トラブルについては、すべての教職
員の効果的な力量の形成が必要となり、組織
として機能していくことが求められている。 
（4）本研究は、研究分担者・協力者の構成に
おいて、学際的性質をもった研究体制を組ん
でいることに独創性と意義がある。保護者対
応問題は学校を舞台としつつも、実は教育と
福祉と保健と司法と心理の結節点に存在する
問題という特殊性をもっている。このために



教育学・保育学だけでなく、精神医学、臨床
心理学、社会福祉学といった多様な学問領域
の研究分担者のほか、弁護士・カウンセラー・
ソーシャルワーカーといった実務家による研
究協力者を配置し、さらに近年急増している
マスコミ対応、学校近隣トラブルという新た
な課題にも対応できる布陣とし、相互に連携
することとした。 
（5）対保護者（さらには学校近隣住民）トラ
ブルについては、すべての教職員の効果的な
力量形成が必要であり、学校の組織として機
能していくことが求められている。本研究は、
いくつかの教育委員会（教育センター）等や
学校等との連携のもとに、現代社会の抱える
様々な学校をとりまく問題への考察を深めつ
つ、対保護者対応トラブルの予防と解決のた
めの研修の実施や効果の検証を通して、求め
られる保護者対応力の内容(研修の体系化)と
その獲得プロセスを明確にすることを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
 
（1）まず、教職員を対象とした保護者対応力
を育成する研修内容の開発と完成（研修教材
の開発と実施の体系化）を重点的におこなう。
地域性・学校種の特性といった学校の質的特
徴を押さえた上で、校長・教頭などの管理職、
中堅からベテランの教職員、経験年数５年未
満の若手の職務内容の固有性、そして保護者
対応問題が深刻化する大きな分野としての生
徒指導領域、教育相談領域、学校経営領域に
分けて、研究会に参加するメンバーの専門性
を生かして研修プログラムを作成する。 
（2）その開発した研修プログラムを、要請に
応じて全国各地の教育委員会（教育センター）
や学校あるいは校長会・教頭会・生徒指導部
会・教育相談部会などで研修会を開催し実行
に移す。これらによって評価と効果の検証を
測りつつ、教職員からの改善要望や追加課題
に応える中で、研修内容の見直しを適宜おこ
なっていく。 
（3）学際的な研究チームの有機的な構成と連
携のもとに、全国の学校や教育委員会でも実
施可能な「保護者対応課題に即した研修プロ
グラムのモデルプラン」を完成させる。ここ
では研修教材としての冊子やパワーポイント
教材はもちろん、指導者用の手引きを合わせ
て制作することによって、保護者との良好な
関係づくりのために、教職員としての力量形
成の機会を提供することに寄与していく。 
（4）研究組織の各メンバーそれぞれの研究課
題の遂行と深化に伴って、保護者対応トラブ
ルに関係して、その他の多岐な問題やテーマ
が発生することが予想される。また他方で、
すべての研究成果をオープンにできるわけで
ないこともあることから、研究成果の公表に
あたっては内容を精査しながら、必要なもの
について公開研究会あるいは対象者を限定し

た発表会を積極的に開催する。同時に、普及
可能なものは順次、学校の教職員にとって簡
便で分かりやすい冊子媒体を多く作成して、
それらの頒布および普及に努める。 
 
４．研究成果 
 
（1）本科研費による研究組織は、総勢で 30
名以上に及ぶ巨大チームであったが、その研
究会名を「新新・学校保護者関係研究会」（イ
チャモン研）とし、４年間にわたって、大阪
大学で計８回（Ｈ25 年度３回、Ｈ26 年度２回、
Ｈ27 年度２回、Ｈ28 年度１回）の研究総会を
開催した。総会では、各メンバーがそれぞれ
の地域で、個別に相談を受けた「対保護者対
応トラブル」事例と分析結果を発表し、学校
がどのような対応をすることが望ましいのか、
そのための研修でのポイントは何かについて
意見交換を重ねた。 
（2）研究組織体として、研修プログラムの開
発につながる直接的な機会は、第１次的には
研究会メンバー個々人が、それぞれの教育委
員会（教育センター）、校長会・教頭会などの
職能団体、教職員団体、および公的な研究会
組織などからの講演依頼あるいは研修会開催
である。その数は４年間で、研究代表者と研
究分担者・研究協力者全体を合わせると 200
回以上にのぼった。保護者対応トラブルの研
修成果の評判が、次の依頼先につながるとい
う循環で、回数が多くなっていった。 
 また組織体としては、以前から進めてきた
シンポジウムと個別のワークショップ・ミニ
講演を組み合わせるような「先生が元気にな
る集い イン 〇〇（場所が入る）」という企
画も多く実施することで、研究成果の普及だ
けでなく、研究課題遂行のための各種研究情
報の収集と内容吟味をおこなうことができた。
「イン 仙台市」（2014 年 2月 26 日）、「イン 
富士市」（2014 年 8月 5日）、「イン北九州市」
（2014 年 12月 25日）、」「イン 水戸市」（2015
年 8 月 6 日）、「イン 新潟下越」（2015 年 9
月 16 日）には、それぞれの回で数百名から千
名を超える当地の教職員の参加があった。 
 このような大規模な企画だけでなく、2・3
名の研究会メンバーだけでおこなうミニ版の
「イン ○○」も数回おこなった。 
（3）今回の研究課題遂行に関わって、より積
極的に進めていった企画は、研究成果の還元
を広く関心を持つ関係者むけに公開する「半
公開学習会」という方式であった。事案がナ
イーブなものでもあるため、全面的な公開で
はなく事前登録制で、同時に扱うテーマによ
っては他言無用とすることを誓約してもらっ
た上での「半公開シンポジウム」の開催であ
った。場所は、すべて大阪大学・人間科学部
の講義室で開催した。 
・第２回開催（2013 年 9月 28 日）「教職員の
こころの危機的状況に、緊急に必要なメンタ
ルヘルス対策～文科省「教職員のメンタルヘ



ルス対策会議」で議論されたこと、されなか
ったこと～」 
・第３回開催（2014 年 3月 15 日）「メンタル
面での不安定さを抱える保護者と向き合うた
めに（１）～学校―保護者間トラブルの際に、
学校側に必要なこと、してはいけないこと～」 
・第４回（2015 年 5 月 31 日）「いじめ防止
対策推進法と保護者対応の課題」 
・第５回（2015 年 3月 7日）「おとなの発達
障害が関係していると思われる保護者対応・
教師対応の課題を考える～トラブルを少なく
するために必要なこと大事なこと～」 
・第６回（2015 年 6月 6日）「学校・園と周
辺住民とのトラブルをどう考えるか～教育施
設の抱える近隣トラブルの特質と良好な関係
づくり～」（＊日本教育学会・近畿地区研究会
との共催） 
・第７回（2016 年 3月 26 日）「特別支援教
育の現場における保護者と学校のズレはどこ
から生まれるのか？」（＊日本教育学会・近畿
地区研究会との共催） 
・第８回（2016 年 10 月 8 日）「教職員の労
働実態と教育行政学の研究課題」（＊日本教育
行政学会第 51 回大会公開シンポとの共催） 
 これらの半公開シンポジウムへの参加は、
２回・３回は 80 名程度の外部からの参加者で
あったが、４回目からは 100 名を超え、６回・
７回では 150名ほどに、そして第８回では 200
名を超えるようになり、本研究会への期待が
大きく高まってきた。 
（4）研修プログラムの構築については、初任
者教員あるいは若手教員向けのワークショッ
プ・キットが２つできあがり、また対応が非
常に難しくなるケースを見立てて、トラブル
を小さくしていくために、エコロジカル・マ
ップを活用した実践的な教材作成が完成して
いる。これから１年間近くをかけて、それら
を貸し出し可能な状態にもっていくよう準備
している。 
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